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一般社団法人Ｍ-ＥＭＳ認証機構審査員業務規定

1. 審査員

    1.1 審査員登録

        次の3項目すべてに適合し、一般社団法人 M-EMS認証機構（以下、当機構と記す）が適正と
認めた者を審査員として登録する。当機構の審査員は全て委託審査員とする。
① 社団法人日本適合性協会に認証された審査員評価登録機関又は同等の機関に登録された｢環境マネジメントシステム審査員補｣以上の有資格者。

② M-EMS審査員登録研修を受講していること。

③ 次のいずれかに該当すること。

1． 三重県に在住している者
2． 三重県内に勤務している者

3． 三重県内の団体に所属している者

4． 上記以外で、審査員登録が適切であると認証機構の認めた者

1.2 審査員資格


以下の審査員資格を設定する。


1.2.1　ステップ１、ステップ2審査員

        　審査員には「主幹審査員」及び「審査員」の2種を置くものとする。
	区　分
	担当業務内容
	要　　　　件

	1.2.1.1
審　査　員
	審査員は下記事項を担当できる。

① ステップ１及びステップ2の審査に「副審査員」として参加出来る。

② ステップ１及びステップ2の構築コンサルティングに「副コンサルタント」として参加出来る。
	上記1.1項により当機構が認め、審査員として登録した審査員。

	1.2.1.2
主幹審査員
	主幹審査員は下記事項を担当できる。

① ステップ１及びステップ2の審査に「主幹審査員」として参加出来る。
② ステップ2SR、ステップ2Enの審査に「副審査員」として参加出来る。

③ ステップ１及びステップ2の全てのコンサルティングに「コンサルタント」として参加出来る。
④ ステップ2SR、ステップ

2Enの全てのコンサルティ
ングに「副コンサルタント」
として参加出来る。
	上記1.2.1.1項の「審査員」として次の審査
及びコンサルティングの①及び②項目共に
適合し、かつ「主幹審査員登用講習」の修了
者で当機構が認めた場合は「主幹審査員」の
資格を与える。

① 審査経験

ステップ1及びステップ2の審査に「副審査員」として参加が下記の何れかを満たすこと。

(1) ステップ2で2回及びステップ1で
2回以上

(2) ステップ2で3回及びステップ1で
1回以上

② コンサル経験
ステップ1及びステップ2のコンサルテ
ィングに「副コンサルタント」として参    

加が下記の何れかを満たすこと。

(1) ステップ2で2回及びステップ1で2回以上

(2) ステップ2で3回及びステップ1で1回以上
(3) 新規認証案件がなく、上記条件の達成が1年以上となる場合は、機構が認め、不足分を機構内講習、ステップ2フォローアップコンサルへの2回以上の参加、またはその両方の組み合わせにて変えることが出来る。
但し、各コンサルティング規定回数（ステップ1は3回、ステップ2は4回）の2/3以上の参加を持って１回と算定する。


1.2.2　S2SR主幹審査員、S2En主幹審査員
	区　分
	担当業務内容
	要　　　　件

	1.2.2
S2SR、S2En
主幹審査員
	S2SR、S2En主幹審査員は下記事項を担当できる。

① ステップ2SR、ステップ2Enの審査に「主幹審査員」として参加出来る。
② ステップ2SR、ステップ2Enの全てのコンサルティングに「コンサルタント」として参加出来る。
	上記1.2.1に規定する「主幹審査員」資格者で当機構が面接を行い適切であると確認し、
S2SR又はS2Enの審査及びコンサルティングについて次の2項目共に適合した者に「S2SR主幹審査員」、「S2En主幹審査員」の資格を与える。

① 審査経験
S2SR又はS2Enの当該規格審査に「副審
査員」として参加が2回以上

② コンサルタント経験
S2SR又はS2Enの当該規格の認証取得
（またはS2からの移行を含む）コンサル
ティングに「副コンサルタント」として
の参加が１回以上但し、各コンサルティ
ング規定回数（認証取得コンサルティン
グは5回、S2からの移行コンサルティ
ングは3回）の2/3以上の参加を持って
１回と算定する。


1.2.3　S2W主幹審査員
	区　分
	担当業務内容
	要　　　　件

	1.2.3
S2W
主幹審査員
	S2W主幹審査員は下記事項を担当できる。

① ステップ2Wの審査に「主幹審査員」として参加出来る。
② ステップ2Wの全てのコンサルティングに「コンサルタント」として参加出来る。
	上記1.2.1に規定する「主幹審査員」資格者で次の項目に適合し、かつ当機構が認めた者に｢S2W主幹審査員｣の資格を与える。
産業廃棄物処理業者に対する審査経験5回かつ、当機構が認める廃棄物に関する教育訓練30時間以上修了者但しこの「当機構が認める廃棄物に関する教育訓練30時間以上」は公益財団法人日本産業廃棄物処理振興センター（ＪＷ）の行う当該講習の修了、又はこの講習と同等であると一般財団法人持続性推進機構（IPSuSエコアクション21中央事務局）、及び当機構が承認した講習の修了者。また、これら講習の修了状況を「廃棄物関連講習修了記録」により記録し、当機構にこの記録を提出し承認されなければならない。


 1.3  資格抹消

        次の項目の何れかに該当する場合は、事情確認のうえ理事会決議により審査員登録を抹消する。ただし、病気、海外出張等特別の事情がある場合により当該規定適用を除外する事がある。
① 当該年度内に、2回以上の｢審査員維持研修｣に出席が無い場合
② 社団法人日本適合性協会に認証された審査員評価登録機関又は同等の機関に登録された
｢環境マネジメントシステム審査員補｣以上の資格が更新されず消失した場合。
③ 当機構の定める服務規程及びその他の規定に違反する行為がある場合

④ 審査員、コンサルタントとしての力量が不足し、講習その他による補足が不能であると判断
する場合

⑤ 公序良俗に反すると認められる行為のある場合
２. コンサルタント業務

当該規格での主幹審査員1名で行うことを原則とする。ただし、当機構の判断により副コンサルタントを帯同させ、2名以上で実施することができる。
2.1 認証取得のためのシステム構築コンサルティング
標準回数（工数）
	ｽﾃｯﾌﾟ区分
	構築コンサルティング工数

	
	合　　計
	詳　　　細

	S1
	3回　 6時間
	1回2時間を3回（3日間）で実施

	S2
	4回　12時間
	1回3時間を4回（4日間）で実施

	S2SR、S2En
	5回　15時間
	1回3時間を5回（5日間）で実施

	S2W
	5回　15時間
	1回3時間を5回（5日間）で実施
（内1回を「環境報告書」作成コンサルとすること）


ただし

① この工数は顧客の実態により顧客との協議の上増減する場合がある。

② コンサル内容は別紙「コンサルティング標準マニュアル（M-EMS-c-01）」による。

③ 副コンサルタントはコンサルティングの手法・内容を同席して学ぶことを主体とし、発言
等は主幹審査員の承諾を得た上で行うものとする。
　　　　④ コンサル終了後は完成した最終文書について「コンサル終了報告書」を作成し、事務局に提出する。

 2.2 ステップ移行コンサルティング
既に認証を取得済みの企業・団体が、その他の規格への移行を行う場合のコンサルティング。
	移行内容
	ステップ移行コンサルティング工数

	
	合　　計
	詳　　　細

	S1 ⇒ S2
	2回　 6時間
	1回3時間を2回（2日間）で実施

	S2 ⇒ S2SR、S2En
	3回　 9時間
	1回3時間を3回（3日間）で実施

	S2SR又はS2EnにS2En又はS2SRの追加
	2回　 6時間
	1回3時間を2回（2日間）で実施

	S2 ⇒ S2W
	3回　 9時間
	1回3時間を3回（3日間）で実施
（内1回を「環境報告書」作成コンサルとすること）


ただし、

① この工数は顧客の実態により顧客との協議の上増減する場合がある。

② コンサル内容は各システムの差分に対し実施する。
　　　2.3 フォローアップコンサルティング
既に下表に示すステップ１又はステップ2全規格（S2Wは除く）の認証を取得済みの企業・団体が認証の継続のため、若しくは審査前の自己確認のために実施する、活動の実施状況確認のためのコンサルティング
	ｽﾃｯﾌﾟ区分
	フォローアップコンサルティング工数

	
	合　　計
	詳　　　細

	S1
	1回　 2時間
	1回2時間を1回（1日間）で実施

	S2
	1回　 3時間
	1回3時間を1回（1日間）で実施

	S2SR、S2En
	1回　 3時間
	1回3時間を1回（1日間）で実施


ただし、

① この工数は顧客の実態により顧客との協議の上増減する場合がある。

② コンサル内容は認証継続・パフォーマンス向上のための改善目標管理等顧客要求による。

2.4 メンテナンスプログラムコンサルティング
既に下表に示すステップ１又はステップ2全規格（S2Wは除く）の認証を取得済みの企業・団体が認証の継続上、事務処理及び文書改訂等の事務局作業が困難な場合等、この事務局業務を代行・補佐するコンサルティング。
顧客との契約は年間契約とする。
	ｽﾃｯﾌﾟ区分
	メンテナンスプログラムコンサルティング工数

	
	合　　計
	詳　　　細

	S1
	3回　 6時間
	1回2時間を3回（3日間）で実施

	S2
	3回　 9時間
	1回3時間を3回（3日間）で実施

	S2SR、S2En
	3回　 9時間
	1回3時間を3回（3日間）で実施


ただし、

① この工数は顧客の実態により顧客との協議の上増減する場合がある。

② コンサル内容は認証継続・パフォーマンス向上のための改善目標管理、文書改訂、議事録
作成、是正改善の原因追求・対策立案、受審申込書の作成など規格要求事項の文書・記録の管理を実施する。

2.5 自己評価代行実施コンサルティング
ステップ2規格（但し、S2Wは除く）の認証企業・団体で、自己評価実施が成員数及び業務都合上での時間制限等から、自企業・団体内での実施が困難な場合、企業・団体の依頼により自己評価を代行実施する。
実施に当たっては、自己評価計画書の作成から、自己評価の代行実施、自己評価報告書の作成、
改善の指摘及び改善報告書の作成を代行する。
その実施時間は企業・団体の成員数、企業・団体の複雑さ、サイトの数、などにより異なり、
顧客との協議による契約により決定する。

2.6 コンサルティング実施報告書
コンサルティングの実施者は、当機構指定様式による報告書「コンサルティング実施報告書」
をコンサルティング実施日より5営業日以内に当機構に提出する。

３. 審査業務
3.1 書類審査

     3.2の実地審査を担当する主幹審査員（原則として現地審査実施日以前３年間に当該組織に対するコンサルを担当していない主幹審査員）が書類審査を実施する。 
         書類審査は受審申請企業・団体から提出された「審査登録申請に必要な書類一覧表」の「環境マネジメントマニュアル他｣、（S2Wの場合は「環境報告書」についても追加する）を「書類審査表」により審査する。
3.1.1  審査工数
	ｽﾃｯﾌﾟ区分
	書　類　審　査　工　数

	
	登録審査
	確認審査
	更新審査

	S1
	2時間
	1時間
	1時間

	S2
	4時間
	2時間
	2時間

	S2SR、S2En
	4時間
	2時間
	2時間

	S2W
	5時間
	3時間
	3時間


3.1.2  書類審査手順
	項　目
	書　類　審　査　手　順

	
	登録審査
	確認審査・更新審査

	事務局より主幹審査へ送付書類
	・環境マネジメントマニュアル
・（S2Wの場合）環境報告書
・環境改善計画兼進捗管理書
・最高責任者の評価記録
・法的及びその他要求事項の適
用調査表及び順守状況チェッ
ク表
・申請時調査表
・書類審査表（用紙）（HPよりダウンロードすること）
・（S2Wの場合）環境報告書チェ

ックリスト（HPよりダウンロードすること）
・審査所見報告書（用紙）（HPよりダウンロードすること）
・審査所見に関する具体的事項
（用紙）（HPよりダウンロードすること）
	・環境マネジメントマニュアル
・（S2Wの場合）環境報告書
・環境改善計画兼進捗管理書
・最高責任者の評価記録
・法的及びその他要求事項の適用調
査表及び順守状況チェック表
・申請時調査表

	書類審査
実施場所
	オフサイト（自宅等）で実施し、組織での実地審査は不要とする。

	書類審査
結果の提出・

期日
	｢認証書類審査表｣｢審査所見報告書｣｢審査所見に関する具体的事項｣を作成し認証機構、構築担当コンサルタント、へ提出すること。
構築担当コンサルタントは対応について主幹審査員と協議し、合意事項を基に被審査組織の合意を得て修正・変更を被審査組織と協力して実施する。
これら書類は原則として実地審査2週間前までに提出すること。

	修正・改訂依頼事項は主幹審査員から直接組織に連絡し、対応を依頼すること。

	その他備考
	S2Wは「環境報告書」についての文書審査も実施する事。
	S2Wは「環境報告書」についての文書審査も実施する事。


3.2  実地審査

      3.2.1 審査工数 
	ｽﾃｯﾌﾟ区分
	実　地　審　査　工　数

	
	登録審査
	確認審査
	更新審査

	S1
	6時間（1.0日）
	3時間
	3時間

	S2
	10時間（1.5日）
	6時間
	6時間

	S2SR、S2En
	10時間（1.5日）
	6時間
	6時間

	S2W
	10時間（1.5日）
	6時間
	6時間


              注）100人以上企業・サイト数2以上等の場合は別途設定。
　確認審査、更新審査において、複数サイトのある審査で、サブサイトを副審査員が担当する場合は、副審査員は担当するサブサイトへ直行し、現地審査（1時間）を実施し、審査結果を即時主幹審査員に報告し、主幹審査員の指示に従い審査報告書類を主幹審査員に提出する。現地審査が終了したのちは、主幹審査員と合流することなく、業務を終了する。
また、このサブサイトを担当した副審査員は、現地審査の書類確認としてステップ1は1時間、ステップ2は2時間分の審査報酬相当額を支給する。

     3.2.2 審査手順
	項　目
	審　査　手　順

	
	登録審査
	確認審査・更新審査

	担当審査員
	全規格：主幹審査員１名
但し、多サイトのある審査で、サブサイトがメインサイトから遠隔地の場合はサブサイト現地審査を担当する副審査員を追加する。


	全規格：主幹審査員1名
但し、多サイトのある審査で、サブサイトがメインサイトから遠隔地の場合はサブサイト現地審査を担当する副審査員を追加する。
登録審査を担当した主幹審査員は原則と
してその後2年間(S2Wは1年間)の確認審査を担当する。
但し、被審査組織の要望により引き続きの担当を希望された場合は、次回更新審査までの3年間に限り担当を継続することが出来る

構築を担当したコンサルタント及び、当該組織の審査を過去に担当した審査員は、担当終了後3年間以上の期間を開けて、審査を担当することが出来る。

	事務局
事前手順
	1､主幹審査員の選任と審査日の
調整　
2、受審企業・団体と審査日を調整
の上決定。
3､企業・団体に ｢審査プログラム

｣を送付。
4､主幹審査員に｢審査プログラム｣「（書類）審査所見報告
書（写）」、｢登録審査チェックリ
スト｣（HPよりダウンロードすること）、｢審査所見報告書（用紙）｣（HPよりダウンロードすること）
及び｢審査所見に関する具体的
事項（用紙）｣（HPよりダウンロードすること）を送付。
	1､認証基準日（認証日の同月同日）の約4ヶ月前に当該企業・団体に確認審査通知書（又は更新審査通知書）を発行して、
「最新版環境マネジメントマニュアル」｢環境改善計画の過去１年間の実績入りのもの｣（ただし、更新審査時はマニュアル付表の中長期計画書に3年間(S2Wは2年間)の単年度実績が記入されたものを追加）の提出と確認審査（又は更新審査）希望日の回答を要請する。
2､主幹審査員を選任し、審査日の調整を（削除）する。
3､主幹審査員は受審企業・団体と審査日を調整の上決定し、事務局に報告する。
4､受審企業・団体に ｢確認審査（又は更新
審査）プログラム｣を送付。

5､主幹審査員に｢確認審査（又は更新審査

プログラム｣「環境マネジメントマニュ
アル」、｢確認審査（又は更新審査）チェ
ックリスト｣（HPよりダウンロードすること）、｢審査所見報告書（用紙）｣（HPよりダウンロードすること）
｢審査所見に関する具体的事項（用紙）｣（HPよりダウンロードすること）
を送付。

	審査当日
手順
	1､開始時間の約10分前には現地
到着する。
2､主幹審査員が司会者となり｢審査の進め方｣を説明する。
3､「本審査チェックリスト」によ
り極力スケジュール通り審査を
実施する。
4.審査終了後、｢審査所見報告書｣｢審査所見に関する具体的事項｣を作成し、結果について企
業・団体側の環境責任者（又は
代表者）と内容確認・合意を得
て互いに署名する。
5.合否判定は｢認証判定委員会｣を
経て決定すると伝え終了する。
	1､主幹審査員は当該企業・団体の「最新版
環境マネジメントマニュアル」を事前
に精読しておく。

2､手順は前項 登録審査時と同様とするが
「確認審査チェックリスト（又は更新審
査チェックリスト）」により審査を実施
する。

	審査後手順
	1､主審査員は署名済の｢審査所見
報告書｣及び｢審査所見に関する
具体的事項｣、「登録審査チェッ
クリスト」、｢添付必要書類｣を当
機構に5営業日以内に提出する。
2、｢判定委員会｣開催時 主幹
審査員に説明を要求される場
合は出席する。（出席要請があ
る場合は事前に当機構より連絡
する）
	1､主幹審査員は署名済の｢確認審査（又は
更新審査）所見報告書｣及び｢審査所見に
関する具体的事項｣、「確認審査チェック
リスト（又は更新審査チェックリスト）」
｢添付必要書類｣を当機構に5営業日以
内に提出する。
2、｢判定委員会｣開催時 主幹審査員に
説明を要求される場合は出席する。（出
席要請がある場合は事前に当機構より
連絡する）


４. M-EMS講座講師業務

    当機構はシステム構築支援とＭ-ＥＭＳ普及のため、以下の講座を置く。

4.1　講座種類
　　　① 構築講座

② 自己評価員養成講座
③ リフレッシュ講座
④ 普及講座

⑤ その他、当機構が必要と認めた講座

4.2 構築講座
　　　  　M-EMS環境マネジメントシステムの構築講座については次の2種類がある。

① 当機構主催　構築講座。

② 企業・団体・三重県より要請（委託）を受け実施する出張講座。
4.2.1 講義内容

① M-EMS規格 ②構築の手引き ③マニュアルサンプル をテキストとして、半日コース(13:00～16:00)、S2SR・S2Enオプション版コース（10：00～16：00）で解説・講義。

4.2.2 講師資格

主幹審査員から、当機構で経験・能力を考慮して、選任した「選任講師」とする。
　   4.3　自己評価員養成講座

　　　  　M-EMS環境マネジメントシステムの自己評価員養成講座については次の2種類がある。

① 当機構主催　自己評価員養成講座。

② 企業・団体より要請を受け実施する出張講座。
　　4.3.1　講義内容

① M-EMS規格 ②構築の手引き ③マニュアルサンプル ④自己評価マニュアル等をテキストと
して，１日コース(9:00～16:00)で解説・講義。
② 受講資格者は、構築講座受講者もしくは同等程度の能力を有するものとする。
4.3.2 講師資格

主幹審査員から、当機構で経験・能力を考慮して、選任した「選任講師」とする。
4.4　リフレッシュ講座　　
4.4.1　講義内容

登録済みの企業・団体を対象に、要請のある要員に無償で、M-EMSの再教育を行う。

① M-EMS規格 ②構築の手引き ③マニュアルサンプル をテキストとして、半日コース(13：00～16:00又は9：00～12：00)で解説・講義。
4.4.2　講師資格

　　　　   主幹審査員から、当機構で経験・能力を考慮して、選任した「選任講師」とする。　
4.5 普及講座（普及説明会）
　4.5.1講義内容

随時作成テキストを使用して，1時間から3時間までとし、環境問題、M-EMS取得の意義、
M-EMSの解説・講義。
M-EMS環境マネジメントシステムの普及講座は、随時とし、次の要領による。

① 当機構主催

② 企業・団体・三重県より要請（委託）による出張講座。

③ 開催時期は随時

4.5.2講師資格

　　　　    主幹審査員から、当機構で経験・能力を考慮して、選任した「選任講師」とする。　

4.6   その他、事務局が必要と認めた講座

     　4.6.1  講義内容

           環境に関る講義 
4.6.2  講師資格

当機構が、選任した内外の講師とする。
５.システム維持管理支援
　  5.1　登録済み企業・団体のシステムの維持管理のため、以下の支援事業を行う。
　　　　① フォローアップコンサル（2.3項参照）
② メンテナンスプログラムコンサルティング　（2.4項参照）

③ 自己評価代行実施コンサルティング（2.5項参照）

④ 環境教育講師派遣

⑤ 相談員の配置

　  5.2  環境教育講師派遣
審査員を派遣して、ステップ2の要求事項である企業・団体内における下記の環境教育を行う。
① 一般教育

② 特別教育

③ 専門教育(資格認定のための教育は除く)
5.2.1  標準工数

① 一般教育   2時間～3時間

② 特別教育   2時間　　

③ 専門教育　 2時間～3時間　

　　　　④ ステップ1も含む環境全般教育　2時間～3時間　
5.3  相談員

　　　　相談日に当機構事務所内に待機し、企業・団体の相談に対応する。

　　
６.普及活動　

6.1　普及講座（4.5項参照）
6.2　普及員

6.2.1 業務内容

　　　   当機構は必要に応じて、以下の普及員業務を委託する。

① 当機構内業務 

② 有料相談会相談員

③ 事業所への普及・説明等

6.2.2  資格（実施担当者）
　　  　① 主幹審査員又は審査員　
② 代表理事退任者で本人の希望によりM-EMS社員として在籍するものは、役職名「参事」により本業務にあたるものとする。

７、審査員維持研修（定期開催）
      原則として2ヶ月に1回（半日約3時間）①環境関連の最新情報②審査方法について等の情報
交換及び審査員の研修のため 時には外部講師を招いて｢M-EMS審査員維持研修｣を開催する。
審査員は全員参加を基本とする。ただし、年度内6回開催の内2回以上の出席がない審査員は、その審査員資格を停止する。
８、コンサルティング及び審査へのオブザーバー帯同
当機構の判断により、審査員の研修目的でコンサルタント又は審査にメンバー外としてオブザー
バーを帯同させることができる。
なお、オブザーバーは、コンサルティング、審査の手法・内容を学ぶため又は、コンサルタント、審査員に対して当該組織の業務の専門的知識を補助するために同席し、コンサルティング又は審査に係る発言をしない。
９、報酬
    9.1 支給基準

     各種業務について以下の基準とする。旅費に関しては、別途規定による。

1  コンサルタント（第2項参照）及び審査業務（第3項参照）  3.000円／Ｈ ＋旅費

・遠隔地で当機構が宿泊必要と判断した場合は　宿泊費実費＋日当 3,000円

         　　（宿泊の必要性は移動必要時間3時間以上とする）
　　　　 ・移動距離が100Km以上の場合、コンサルタント・審査業務当日に　日当3000円

        ② コンサルティング及び審査へのオブザーバー　　旅費のみ支給
（但し、審査員、コンサルタントに当該組織の業務の専門知識の補助のためのオブザーバーは1件（1日）5,000円を旅費に加えて支給する。）

③ 構築講座講師業務及びその他の認証機構講座  18、000円／回 ＋旅費
但し、半日講座の場合は　12,000円／回 ＋旅費
2時間講座（普及説明会） 6,000円／回＋旅費
　     　④ 相談員     　　　　　　 1,800円／Ｈ（相談実施時間のみ）＋旅費
　　　   ⑤ 当機構内業務の場合　　1.000円/Ｈ＋旅費
　       ⑥ 審査員維持研修会　　 3.000円 ＋旅費  
⑦ 普及活動
　・普及活動　2.000円/Ｈ＋旅費

※普及活動は顧客先で対応している時間（活動時間）のみで、自宅からの電話対応は通信費として１件300円とする。（アポ取りが出来た顧客のみ）
・勧誘成立後、認証取得に至った場合の紹介報酬。　S1：１万円、S2：２万円
　　　   ⑧ 代表理事が指定した当機構主催会議（分科会活動等）　　2.000円／Ｈ＋旅費

    9.2 精算請求書提出

謝礼及び費用精算を受ける審査員・当機構職員は「審査コンサルタント費用精算書」を毎月末日締めで提出すること。翌月5日必着。遅れた場合は翌月扱いとなる。 
    9.3 支給   

前項精算書を当機構が確認の上、指定銀行口座振込みにて支給する。
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